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災害時の安全対策委員会
区分 団体・組織名 委員数

住民組織
等

町会長協議会 1名

民生委員・児童委員協議会 1名

赤十字奉仕団 1名

障害者団体連絡協議会 1名

PTA 連合会 1名

消防団 1名

社会福祉協議会 1名

医師会 1名

行政機関

警察 2名

地域振興センター 1名

保健所 1名

消防 2名

市（社会福祉課、障がい者福祉課、道路維持課、危機管理課） 4名



課題の整理　

課題１　土砂災害等の危険個所が多い。 　

課題３　要援護者対策が不十分である。 　

課題４　災害時の避難に不安を感じている人が多い。

課題５　防災活動への参加者が少ない。

課題６　地域における役割分担が決まっていない。

方向性
１

方向性
２

課題２　大雪災害で孤立集落が多発した。 　



課題、方向性、重点対象、取組の整理

課題１

課題３

課題２

方向性２：

地域として
の意識の向
上

方向性１：

防災体制の
整備、充実

取組①
災害情報の
共有・発信

重点対象１：

関係各団体
（災害弱者の
支援）

重点対象２：
市民
（主に町会）

課題５

取組②
要支援者の
把握強化

取組④
地域防災リーダー
の育成

取組⑤
自主防災訓練の
充実課題６

課題４

取組③
地域ボランティア
除雪隊の育成



取組①　災害情報の共有・発信　

○大雪災害時に情報共有が

　 できず、市内が混乱

4

ＳＣ取組前

ＳＣ取組後

○関係機関連絡会議の開催

○除雪優先路線の公開

○災害時情報収集facebook開設

○災害対応マニュアル作成・配布

公開した除雪路線図

実績

○関係機関の連絡会議の開催：2回

○防災ラジオを60歳以上単身高齢者、避難行動要支援者名簿
に登録されている方、土砂災害警戒区域に在住の方に配布　



取組②　要援護者の把握強化　

○要援護者の把握が出来てお
らず、災害時の支援が遅れた

○要援護者支援制度を知らな
い方が多い（特に障がい者）

5

ＳＣ取組前 ＳＣ取組後

○要援護者名簿を関係機関で
共有

○要援護者支援制度の周知を
強化
　　

実績

○避難行動要支援者制度の推進：　名簿登録者1976人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　情報提供同意者676人



取組③　地域ボランティア除雪隊の開始　

○除雪の対応が行政のみでは
間に合わず、対応が遅れた

6

ＳＣ取組前

ＳＣ取組後

○除雪をした町会に補助金を交付する制度の創設

○取組①の除雪路線図の公開により、除雪対象路線以外の
除雪は町会が自主的に行うという役割分担が明確になった

実績

○町会の除雪回数：2回（1/22・23：37町会、2/1・2：44町会）
○全80町会に「地域ボランティア除雪隊」設置完了

地域の除雪作業ボランティアによる
除雪の様子



取組④　自主防災リーダーの育成　

○災害時に地域での役割分担

　 が不明確

7

ＳＣ取組前

ＳＣ取組後

○自主防災リーダーを養成し、

　地域の防災意識の向上を図る

○秩父市内で養成講座を開催することとなった

○自主防災リーダーを養成する指導員が市内に２名登録

養成講座の様子

実績

○自主防災リーダー養成講座を開催：22町会43人参加（H30）

○53町会に自主防災リーダーを養成



取組⑤　自主防災訓練の充実　

○訓練参加者数の減少、固定化、
高齢化

○機会があれば参加したい とい
う住民は多い

8

ＳＣ取組前

ＳＣ取組後

○実態に即した避難路の確認

○学校の協力により、子どもとその家族の参加を図る

地域による避難路確認

実績

○自主防災訓練：全80町会で実施

○地区防災計画の作成：1地区（久那地区）

○避難計画図の作成：4地区（久那・白久地区）



9

今後の取り組み



1.地域の防災計画策定を支援し、避難行動要支援者に
　対し町会が支援計画を策定できるよう取り組みを研究します。

2.自主防災リーダーを町会ごとに一人以上養成できるよう、　
　 まだ養成していない27町会へ呼びかけを行います。

3.町会と連携した共助による除雪対策として、市が町会に貸与
　している小型除雪機の使用を今後も支援し、除雪対策を進
　めます。

10今後の取り組み　



今日からできるセーフコミュニティ

①「ちちぶ安心・安全メール」に登　
　　録をお願いします。

②「秩父市災害時安
　全対応マニュアル」
　の確認をお願いしま
　す。



12

ご清聴ありがとうございました！


